
　謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

　昨年は、みなさま方のご支援とご協力により、

円滑な組織運営ができましたことを感謝申し上げ

ます。

　全宅連と全宅保証は、昨年の４月から公益社団

法人として新たにスタートを切り、良質な住宅ス

トックの形成や消費者保護のための安全・安心な

不動産取引実現のための事業を積極的に展開して

おります。

　さて、政治経済の先行きが不透明である状況下

において、全宅連は、消費税率の引上げに対し、

国民の住宅取得の税負担を増やさないような効果

的な軽減措置を確実に実行するよう、政府に対す

る提言や新聞紙上での意見広告掲載などの活動を

展開しました。平成 25 年度税制改正においては、

住宅用家屋に係る登録免許税の軽減措置や土地の

売買に係る登録免許税の軽減税率などの適用期限

を迎える各種税制特例措置について、国民に対す

る住宅取得支援、良質な住宅の供給・流通促進を

図るうえで不可欠であることから、その延長を提

言するなどの活動を積極的に実施しております。

　また、不動産総合研究所では、民法改正に向け

た検討事項が不動産実務に重大な影響を及ぼすこ

とに鑑み、法務省のヒアリングやパブリックコメ

ントで意見具申を行うとともに、本会情報提供誌

「リアルパートナー」を通じて、啓発に努めてきま

した。

　一般消費者に対しては、不動産に関する有益な

情報を提供するため、不動産情報検索サイト「ハ

トマークサイト」のさらなる充実に努めました。

　全宅連および都道府県宅建協会は平成 27 年に

設立 50 周年を迎えますが、今年度中に「ハトマー

クグループ」としての長期ビジョンを策定し、会

員 10 万業者が一体となって国民の住生活環境の

向上、消費者利益の擁護と増進に努めて参ります。

　さらに、人材育成は会員業者の経営基盤強化に

不可欠なことから、新たに「不動産業に係る従業

者教育研修・資格制度」を創設するとともに、会

員業者に対しての業務支援策の一環として、「一般

財団法人 ハトマーク支援機構」を今年早々に設立

し、みなさま方への支援事業を提供していきます。

　全宅保証においては、消費者保護を図るための

苦情解決相談業務や弁済業務、手付金等の保管業

務や紛争の未然防止のための研修業務等の実施を

通じて、宅地建物取引の健全化・適正化に向け、

各事業を推進します。

　最後に、みなさま方のますますのご繁栄とご健

勝をお祈り申し上げて、新年のご挨拶とさせてい

ただきます。
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